
解体工事における概算数量発注方式の試行について（概要） 令和８年５月１日

小規模職員住宅解体工事において、解体工事特有の「壊してみないとわからない」不確定要素に柔軟に対応し、設計積算業務や発注業務の簡素化及び
効率化を図ることを目的に「概算数量発注方式」を試行する。

１ 制度概要（要領等については、建築局のホームページで公表）
概数による発注 : 設計段階で詳細な実測を行わず、延べ面積や戸数等の「基本指標」に「標準係数」を乗じた概算数量で発注します

※標準係数は、過去の同規模の実績等により客観的に設定
事後精算の徹底: 契約後、受注者が行う合理的な範囲の現地調査結果に基づき、実態に合わせて数量を確定させ、設計変更（精算）を行います
試行対象 : 令和8年度は、予定価格1億円未満の小規模な職員住宅解体工事（１棟２戸程度）で試行します
方式について :新たな契約制度を創設するものではなく、既存の工事請負契約制度の運用の範囲内で事務の合理化を図るもの

負担が減る点 負担が増える点

発注者 「事前の詳細調査・積算」を省略（発注準備期間が大幅に短縮） 契約後の数量確認

受注者 「入札前の見積徴収」が不要（試行用単価の適用により積算負担が軽減） 契約後の現地調査・資料作成（受注者が主体となって数量を確認し、根拠資料を整理）
※現地調査等の業務は、従前から行っている業務に近似しており、実質的には微増

４ 受注者・発注者のメリット
・受注者メリット
調査費及び資料作成費が計上される、個別見積り徴収の負担が軽減
・発注者メリット
事業（設計・工事）期間の短縮、設計積算業務や発注業務の簡素化及び効率化
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２ 従前の解体工事と異なる点
発注前の詳細設計・積算を省略 : 発注前に膨大な時間をかけていた詳細な数量算出や個別見積の徴収を最小限にします
「試行用標準単価」の活用 : 産廃処分費などの変動の大きい項目に道が設定した標準単価を適用し業務を効率化します（見積り徴収負担減）
現地調査を「工事の一部」として実施: 契約後に受注者が主体となって数量の確認作業を行います（費用は共通仮設費として計上）

（プロセス比較）

・概算数量算出
・設計図書作成
・発注
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３ 従前と比較した負担増減


